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1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年
タ イ
成長率（％） 4.4 4.8 2.2 5.3 7.1 6.3 4.6 5.1 5.0 2.5 －2.3
人口（百万人） 61.66 61.88 62.94 63.46 64.01 65.08 65.13 65.28 65.74 66.32 66.88
マレーシア
成長率（％） 6.1 8.7 0.5 5.4 5.8 6.8 5.0 5.6 6.3 4.8 －1.5
人口（百万人） 22.91 23.50 24.12 24.73 25.32 25.91 26.48 26.83 27.10 27.60 28.08
フィリピン
成長率（％） 3.1 4.4 2.9 3.6 5.0 6.7 4.8 5.2 6.6 4.2 1.1
人口（百万人） 76.78 76.79 78.59 80.16 81.88 83.56 85.26 86.97 88.71 90.50 91.00
インドネシア
成長率（％） 0.8 4.2 3.6 4.5 4.8 5.0 5.7 5.5 6.3 6.0 4.6
人口（百万人）203.91 206.27 209.21 212.19 215.22 218.29 221.40 224.56 227.76 231.01 234.30
ベ ト ナ ム
成長率（％） 4.8 6.8 6.9 7.1 7.3 7.8 7.5 7.0 7.1 5.7 5.4
人口（百万人） 76.60 77.64 78.69 79.73 80.90 82.03 82.39 83.31 84.22 85.12 86.03
2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
タ イ
成長率（％） 7.8 0.1 6.5 2.9 1.0 4.6 4.4 4.3 4.3 4.3
人口（百万人） 67.28 67.58 67.89 68.23 68.55 68.87 69.17 69.45 69.73 69.99
マレーシア
成長率（％） 7.4 5.2 5.6 4.7 5.9 5.2 5.0 5.0 5.0 5.0
人口（百万人） 28.59 29.06 29.52 29.95 30.46 30.97 31.50 32.04 32.58 33.14
フィリピン
成長率（％） 7.6 3.7 6.8 7.2 6.2 6.3 6.0 6.0 6.0 6.0
人口（百万人） 92.60 94.20 95.80 97.48 99.43 101.42 103.45 105.52 107.63 109.78
インドネシア
成長率（％） 6.2 6.5 6.3 5.8 5.2 5.5 5.8 6.0 6.0 6.0
人口（百万人）237.64 241.03 244.47 247.95 251.49 255.08 258.71 262.40 266.15 269.94
ベ ト ナ ム
成長率（％） 6.4 6.2 5.2 5.4 5.5 5.6 5.7 5.8 5.9 6.0




ジャカルタ バ ン コ ク マ ニ ラ クアラルンプール ハ ノ イ
ワ ー カ ー（一 般 工 職） 241 366 272 429 155
エンジニア（中堅技術者） 405 699 430 1,038 355





















稼働開始 生 産 品 目 生 産 能 力




Ford 1997年 Fiesta,Focus,Mondeo,Escape,Everest,Transit,Ranger 0.9万台
マ ツ ダ 2011年 Mazda2,Mazda3,Mazda6,CX5 1万台
ホ ン ダ 1996年 City,Civic,CRV 1万台（2直）
GM（韓国GM） 1995年 Spark,Aveo,Lacetti,Cruze,Captiva 2万台
ス ズ キ 1996年 SuperCarry,APV 0.5万台
日 野 1997年 小中大型トラック，バス 960台
い す ゞ 1997年 中大型バス，バスシャシ 0.5万台
三 菱 自 1995年 PajeroSport,Zinger,Canter 0.5万台
日 産 2013年 Sunny 0.7万台
メルセデスベンツ 1996年 乗用車，バン，商用車 0.4万台強
VEAM 1990年 小中大型トラック 3.3万台












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































品 目 最恵国 ASEAN 日 本 中 国
韓国･台湾･イ
ンド･米国･EU
バス（CKD，定員30人以上，6t以上18t未満） 5～25 0 0～17 5～25 5～25
バス（CKD，電動車，CNGエンジン車等） 0～25 0 0～17 0～20 0～20
バス（完成車，定員30人以上，6t以上18t未満） 70 5 5 70 70
バス（完成車，電動車，CNGエンジン車等） 70 5 5 70 70
GE搭載乗用車（CKD） 5～25 0～ 5 0～17 5～25 5～25
GE搭載乗用車（完成車，排気量1,000cc未満） 70 50 70 70 70
GE搭載乗用車（完成車，排気量1,000cc以上1,500cc未満） 70 50 70 70 70
GE搭載乗用車（完成車，排気量1,500cc以上2,500cc未満） 70 50 70 70 70
GE搭載乗用車（完成車，2,500cc以上） 59～70 50 59～70 59～70 59～70
DE搭載乗用車（CKD） 5～25 0～ 5 0～17 5～25 5～25
DE搭載乗用車（完成車，排気量1,000cc未満） 70 50 70 70 70
DE搭載乗用車（完成車，排気量1,000cc以上1,500cc未満） 70 50 70 70 70
DE搭載乗用車（完成車，排気量1,500cc以上2,500cc未満） 70 50 70 70 70
DE搭載乗用車（完成車，排気量2,500cc以上） 59～70 50 59～70 59～70 59～70
その他の燃料乗用車（CKD） 5～25 0～ 5 0～17 5～25 5～25
その他の燃料乗用車（完成車） 70 50 70 70 70
オフロード用ダンプ（CKD） 5～25 0 0～17 5～25 5～25
オフロード用ダンプ（完成車） 0～59 0 0～20 0～10 0～59
貨物車（CKD） 5～25 0 0～17 5～25 5～25
貨物車（完成車，DE車，GVW 6t未満） 10～68 5 10～68 10～68 10～68
貨物車（完成車，DE車，GVW 6t以上） 0～68 5 0～68 0～68 0～68
貨物車（完成車，GE車，GVW 6t未満） 10～68 5 10～68 10～68 10～68
貨物車（完成車，GE車，GVW 6t以上） 10～68 5 10～68 10～68 10～68
その他の燃料貨物車（完成車，電動車，CNGエンジン車等） 0～68 5 0～68 0～68 0～68
出所：Fourin「アジア自動車調査月報」2014年1月号（第85号），31頁より抜粋。
コストを下げる方策の1つとして，生産車種を絞り込むことで量産効果を追求することが考え
られる。しかし，国内市場が小さいにも関わらず，ベトナム国内で生産されている車種は，多岐
にわたる。トヨタを例に考えてみると，ベトナムでは11車種を市場に投入しているが，その内，
5車種をベトナム国内で生産している（図表11）。この5車種の2013年の販売台数は，カムリが
5,730台，カローラ・アルティスが5,381台，ヴィオスが5,140台，イノーバが6,014台，フォー
チュナーが8,067台となっており，それぞれのセグメントで最も売れている（10）。このことは，ベ
トナムの高い輸入車関税によって国内産業を保護する政策が，自動車メーカーにとっては，国内
生産を進めるしかなく，さらに，国内生産車種がそれぞれのセグメントで最も売れ筋となってい
ることで，多品種少量生産を余儀なくされていることを表しており，このことがコスト増の要因
の1つとなっているものと考えられる。前述のようにすでに域内関税を撤廃しているフィリピン
では，国内生産車種をヴィオスとイノーバに絞り込み，その他の車については日本も含めた域内
外拠点からの調達にシフトすることで，生産集中によるコスト低減を進めているものと考えられ
る。国内販売台数に差があることから一概に比較はできないものの，多品種少量生産が故に，能
力拡大投資にも影響を与え，高度化や積極的な能力拡大をもたらしにくい構造になっているもの
と考えられる。
第2の課題は，自動車部品サプライヤーの集積度の薄さである。トヨタ自動車の資料（11）によ
れば，現在，トヨタのベトナムでの現地調達先は18社に過ぎない。2016年7月にイノーバのフ
ベトナム自動車産業の現状と課題 31
注：下線はフィリピン向け輸出車種，斜体はベトナム向け輸出車種。
出所：トヨタ自動車ホームページ「国地域別販売車種」（http://www.toyota.co.jp/jpn/company/about_toyota/
data/index.html），アイアールシ 「ーアセアン自動車産業の実態2014年版」，ベトナムトヨタ配布資料より作成。
タ イ
ヴィオス，カローラ，カムリ，
カムリハイブリッド，プリウ
ス，ヤリス，ハイラックス，
フォーチュナー
インドネシア
イノーバ，フォーチュナー，
アバンザ・アギア
フィリピン
イノーバ，ヴィオス
ベトナム
カムリ，カローラアルティス，
ヴィオス，イノーバ，フォー
チュナー
日本（輸出車種のみ・レクサス除く）
86,ランドクルーザー，ランドクルーザー・
プラド，ハイエース，RAV4，プリウス，
コースター，アクア，プレピア（エスティ
マ），アルファード
図表11 トヨタの生産・販売車種（フィリピン・ベトナム）
ルモデルチェンジに伴い，1社増え，19社になる予定であるが，それでも非常に少ない。
ASEAN4には，各国それぞれに数百社の部品サプライヤーが集積をしており，それとは比較に
ならないほど少ない。取引品目も，ワイヤーハーネスやバッテリー，アクセルペダルなど，主要
部品とは認識しがたい品目の取引にとどまっている。ASEANの自動車部品を語る際に，域内で
の部品補完体制が語られることが多いが，実際のところ，現状ではタイとインドネシアへの集中
が進んでおり，補完体制が構築されているとは言い難い状況である（12）。つまり，完成車生産の
拡大に伴って，自動車部品サプライヤーの集積も進む傾向があることから，ベトナムでの自動車
部品サプライヤーの集積は，完成車の生産が拡大していない現状では，進まないことが考えられ，
今後も域内からの調達に依存するものと考えられる。このことは，相互に影響しあうものと考え
られる。つまり，現地に自動車部品サプライヤーの集積が進まないことから現地調達が進まず，
域外からの調達に依存し続ける。結果として，現地生産が拡大しにくく，ベトナムでの完成車拡
大につながらない。完成車の生産拡大が進まないため，自動車部品サプライヤーの現地進出が進
まない。というジレンマに陥る可能性が少なくない。
最大の課題は，猶予期間を経過した2018年に域内関税が撤廃された後の対応である。フィリ
ピンの例でも指摘したように，域内関税の撤廃によって，タイやインドネシアからの完成車の輸
入は拡大することが予想される。前述のように，同じ車でおよそ2割高い車を生産しているベト
ナム市場において，各セグメントの売れ筋車種でも5,000台強の販売しか計上できていない。こ
のことは，域内の同社ASEAN拠点から完成車が輸入された場合には，国内生産車といえども
価格競争に打ち勝てない可能性が高いと考えられる。これによって，国内生産よりもタイやイン
ドネシアからの輸入に切り替える車種が増えることが予想され，フィリピンで見られたように国
内生産車種を絞り込むことで量産効果を図り，生産を維持していくことが予想される。しかし，
これについてもフィリピンと同じような状況になるとは限らない。前述のように，フィリピンで
生産されたヴィオスは，2013年に20,493台の販売を計上している。2008年以降のデータによれ
ば，年間1万台以上の販売を計上し続けているが，ベトナムで生産されているヴィオスは，ベト
ナム国内で5,140台の販売にとどまっている。同じデータでみても，2008年以降，年間販売台数
が7,000台を上回ったことはなく，ベトナムで生産車種の絞り込みを行っても，量産効果が生ま
れにくい構造になっている可能性が高い。ベトナム自動車市場の成長次第ではあるが，ベトナム
で生産車種の絞り込みを行うことで得られる効果は，フィリピンで得られたものに及ばない可能
性が高い。
以上のような観点から，ベトナムにおける自動車生産は現在，高関税による保護政策によって
維持されている側面が強く，今後，域内における自由貿易体制が構築されていく中で，ベトナム
国内での自動車生産は厳しい環境が続いていくものと考えられる。
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トヨタのベトナム工場を語る際に，いわゆる手作業による多品種少量生産のマザー工場的な役
割を指摘されることがあった。これは，トヨタが導入した「グローバル・ボデー・ライン
（GBL）」のケース（13）から，ベトナムトヨタが手作業による多品種少量生産の「マザー工場」と
しての役割をうかがうことができ，発展途上国での少量生産立ち上げの際のマザー工場としての
役割としての，ベトナム工場の存在意義を指摘することもあったが，現在のグローバル経済情勢
とトヨタのグローバル生産の考え方から，短期的にはその可能性は低いものと思われる。現在の
グローバル経済の状況を考えてみると，いわゆる二国間や多国間による経済連携関係の構築が積
極的に展開されている。とりわけアジアでは，ASEANや韓国などを中心にFTA/EPAの締結
に向けて積極的な展開が進んでおり，日本についても環太平洋地域にまで範囲をひろげたTPP
締結に向けた交渉が現在も続いている。これ以外にも，日本・韓国・中国・ASEAN・インド・
オセアニアといった地域がさまざまな形で経済連携協定の枠組みを締結しており，経済圏を通じ
た自由貿易促進に向けた動きが加速している。すでに日本はASEAN各国との間でEPAを締結
しており，韓国や中国よりも有利な条件での貿易を可能にしている。ASEANは，韓国や中国と
の間でも協定締結を予定しており，ASEANと隣接するインドやオセアニア地域とも FTA/
EPAの枠組みが進んでいる。このことは，発展途上国一国内に限定された市場に制限されるこ
とで国内産業を保護し，そのため現地生産を余儀なくされてきたというこれまでのグローバル生
産体制が終焉を迎えつつあることを示している。つまり，途上国一国のみを市場と考えて多品種
少量生産を進めるのではなく，自由貿易や経済連携の枠組みを利用して，拠点化した工場での集
中生産とそこからの輸出による完成車供給体制にシフトさせることが可能であることを示してい
る。さらに，トヨタは，2000年代前半にグローバル拠点を急拡大させた結果，「兵站線が伸び切っ
た」ためにさまざまの弊害に直面したことと（14），リーマンショック後の落ち込みから，既存工
場の稼働率確保を優先する形で，海外新工場の立ち上げを凍結してきた。「凍結解除」の時期に
近づいているとも言われているが，その際には販売が拡大している北米などが予想され（15），発
展途上国に多品種少量生産工場を立ち上げる可能性は低いと思われる。そうなれば，「人の手に
よる多品種少量生産のマザー工場としてのベトナム」という役割は必要なくなり，ベトナム工場
の存在意義は薄れる。
もう一つの課題は，ベトナムにおける自動車産業政策の動向である。前述のように，タイやイ
ンドネシアでは，リーマンショック後の自動車市場を刺激するため，新たな自動車産業政策を導
入し，さらに購入インセンティブを与えることで市場を拡大させてきた。ベトナム政府は，2014
年7月に「2025年までのベトナム自動車産業発展戦略及び2035年までのビジョン」（16）を承認し，
発表しているが，タイやインドネシアなどで取られたような特定の車種に優遇措置を与えるなど
の点も示されていない。他方で数値目標は示されているものの，どのような形でそれを実現する
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のかも明確ではない。現地に進出している自動車メーカーとしては，どのような形で自動車産業
を発展させるのか，どのようなことをすれば優遇措置を得ることができるのかといった点が示さ
れていないことから，次の展開を決められない状況にある。
6．まとめにかえて
ベトナム自動車産業は，現状においても，将来的にも非常に厳しい環境におかれている。現状
では，人口も多く，成長が期待される市場でありながら，完成車の生産は急拡大しておらず，ベ
トナムの自動車産業全体の生産能力を大きく下回る状態になっている。販売については，拡大基
調にあるものの，ASEAN4の各国と比較しても小さな販売台数を計上しているのみで，
ASEAN5番目の自動車生産国ではあるが，ASEAN4との差は大きなものがある。現在のとこ
ろ，国内産業保護を目的として高い関税をかけて，輸入車と競争できる状態にあるものの，この
ことによって多品種少量生産を余儀なくされており，1車種当たりの販売台数も売れ筋の車であっ
ても5,000台前後と非常に少ない状況にある。結果として，将来の成長を見越した能力拡大のた
めの投資はしにくく，ベトナム最大の自動車生産会社であるトヨタですら2直プラス残業で生産
拡大に対応している状況である。
さらに，ベトナムの自動車産業政策についても，タイやインドネシアで見られたような積極的
な自動車産業振興の姿勢は見ることができない。たとえば，タイのEcoCar政策やインドネシ
アのLCGCのような特定の車種を優遇することで，自動車の普及を図るような具体的な施策は
現在のところ見ることができず，ベトナムで生産を進めている自動車メーカーにとっては次の戦
略を決めにくい状況にある。
2018年には域内関税の撤廃が予定されており，コスト高のベトナム生産車は，タイやインド
ネシアからの輸入車に対抗できない可能性が高い。また，ベトナムにおける部品サプライヤーの
集積が薄いこともあり，ベトナム国内での自動車生産はさらに厳しい状況に直面することが予想
される。生産台数の少なさもあり，ベトナムの状況は，すでに先行して域内関税の撤廃に直面し
ているフィリピンの状況よりも厳しい。他方で，グローバル化の進展に伴い，人の手による多品
種少量生産のマザー工場としての役割も期待できない可能性が高いと思われる。近年，自由貿易・
地域経済連携の枠組みが加速している状況では，経済連携の恩恵を受け，近隣量産拠点から完成
車を供給する方法を選択する可能性は極めて高いものと思われる（17）。
フィリピンのケースでも見ることができたように，ベトナムのように多品種少量生産を余儀な
くされているケースにおいては，域内関税の撤廃は，自動車産業における高関税政策よりも有益
であるのではないだろうが。フィリピンは国内でベトナムを上回る18車種のトヨタブランドの
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車を販売している。さらにレクサスブランド10車種も投入しており，ベトナムの11車種を大き
く上回っている。この点から考えれば多様なニーズに対応できているという点で見れば，自由化
が進んでいるフィリピンであると考えられる。一方で，生産車種に関しては，ベトナムの5車種
より少ない2車種に絞り込んでいる。結果として，フィリピンでは絞り込みを行った結果，量産
効果などによってベトナムよりも効率的に車を生産しているものと考えられる。他方でベトナム
では，保護された小さな市場であるがゆえに，国内市場に投入する主要車種はベトナムで生産す
る必要がある。結果として，多品種少量生産を余儀なくされ，フィリピンよりも非効率なシステ
ムが存続していると考えられる。この状態がこのまま続く中で，自由化を迎えれば，到底，輸入
車に対抗できない。結果として，国内産業を保護するはずであった関税が，自動車産業の成長に
足かせとなってしまっている可能性も指摘できる。
以上の観点から考えてみると，ベトナム政府の新しい自動車産業政策の動向が，今後のベトナ
ム自動車産業の方向性を左右するといえる。特にタイやインドネシアで見られたような，特定の
車種に恩典を与えて優遇することでその車の普及を図り，自動車市場と生産の拡大を図ることが
求められる。日系自動車メーカーとしては，ベトナム政府に対する働きかけを強めているが，政
策の如何が今後のベトナム国内での生産維持にかかわってくる。他方で，1車種当たりの販売台
数の少なさを考慮に入れるならば，ベトナム国内での生産を放棄し，現地生産から撤退するのも
選択肢として十分に考えられる。前例としては，すでにオーストラリアでは現地生産から輸入に
戦略がシフトされていることから，可能性は否定できない。特に，ASEANで「負け組」とされ
るフィリピンよりも生産台数は少なく，1車種当たりの販売台数も1万台を下回る状況であるな
らば，AFTAやFTA/EPAを利用したベトナム国外からの完成車供給も検討されることとなろ
う。
結局のところ，ベトナム政府が，ベトナム自動車産業をどのようにしたいのかが今後のベトナ
ム自動車産業の方向性を左右することになり，それに連動する形でベトナム現地生産メーカーの
戦略も決まってくるものと思われる。
（1） 2014年9月に実施した，ベトナム・ハノイ市での現地ヒアリング等をベースにまとめたものであ
る。一連のヒアリング調査への同行を許可くださった塩地洋先生（京都大学）と，現地でご指導いた
だいた，井上隆一郎先生（東京都市大学），宇野輝先生（京都大学），上山邦雄先生（本学），木村将
裕さん（住友商事），野村俊郎先生（鹿児島県立短大）と京都大学塩地研究室の皆さんに御礼申し上
げる。
（2） 例えば，塩地洋「ASEAN統合に日系企業はいかに備えるか」，京都大学東アジア経済研究センター
自動車シンポジウム，2014年11月8日・10日。
（3） 詳細については，拙稿（2014）を参照されたい。
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注
（4） Fourin「アジア自動車調査月報」2014年5月号（第89号）によれば，2013年の販売台数ランキ
ングで見てみると，VIOSが1位，イノーバは3位となっている。2位は三菱のMonteroSportで
約14,700台であった。
（5） 一般社団法人日本自動車販売協会連合会ホームページ統計データ（http://www.jada.or.jp/contents/
data/ranking.html）による。
（6） IMF・WorldEconomicOutlookDatabase,October2014・による。
（7） Fourin「アジア自動車調査月報」2014年9月号（第93号），17頁。
（8） Fourin「アジア自動車調査月報」2014年2月号（第86号），33頁。
（9） トヨタ・ヴィオスのタイ国内での販売価格は，同社のホームページによると669,000バーツから
734,000バーツ，ベトナムでは5億3,800万ドンから6億1,200万ドンとなっている。単純に日本円に
1バーツ＝約3.6円，1ドン＝約0.0055円で換算すると，タイでは約240万円から264万円，ベトナ
ムでは約295万円から336万円となる。
（10） Fourin「アジア自動車調査月報」2014年5月号（第89号），3031頁。
（11） 2014年8月22日のトヨタモーターベトナム社ヒアリング時に配布された資料を参照した。
（12） 詳細については，一連の拙稿を参照されたい。さしあたり，小林（2007），小林（2009）。
（13） トヨタ自動車ホームページ『トヨタ自動車75年史』第3部，第4章，第7節，第3項「モノづくりの
さらなる改善」（http://www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_
as_a_global_corporation/chapter4/section7/item3_b.html）に，「トヨタでは，1985（昭和60）
年にフレキシブル・ボデー・ライン（FBL）を導入していたが，1996（平成8）年には新たな車体溶
接ラインであるグローバル・ボデー・ライン（GBL）の開発に着手した。FBLは…（中略）…大量
生産工場向けであったことから，少量生産国の工場では採算が合わず，海外生産拠点の拡大や需要変
化に対応できる新ラインの開発が求められていた。GBLは1996年に生産を開始したトヨタ・モーター・
ベトナム（TMV）の少量ラインおよび，日本では1997年12月発売の初代プリウスの生産ラインで
試験導入を行った。さらに，1999年1月発売のヴィッツで本格的な量産ラインへと発展させ，極少
生産から大量生産まで対応できるGBLとして，世界の工場に展開していった。」とあり，トヨタベ
トナムが手作業による少量生産のある種の「マザー工場」の役割を担っていたことがうかがえる。
（14） 日経ビジネス，2010年2月15日号，8頁。
（15） 中日新聞，2015年1月7日。
（16） このビジョンについては，ジェトロによって仮訳されたものを参照した。出所は，ジェトロホーム
ページ「ベトナムの各種制度に関する情報」（http://www.jetro.go.jp/world/asia/vn/business/
pdf/）。
（17） この点については留意が必要である。最近の傾向として，生産ラインのコンパクト化が注目されて
いる。たとえば，ホンダは，ナイジェリアでの二輪車生産に関して「どこでも簡単KDパック」と
呼ばれる簡素な設備を使って現地KD生産を行っている（日本経済新聞，2013年3月27日）。同じ
ことが四輪車に導入されることも考えておく必要はあろう。
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